
令和７年度
勤怠管理業務等に関する説明会

2025年3月17日（月）
14：00開始

総務部職員課
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第一部 全教職員向け

【次第】

①国立大学法人琉球大学に勤務する職員の労働時間等に関する規程、
国立大学法人琉球大学非常勤職員の労働時間等に関する規程の一部
改正について

②４週間単位の変形労働時間制に関する労使協定及び就業規則の改正
 について

③専門型裁量労働制の対象者拡大について



令和７年度 勤怠管理業務等に関する説明会

第一部
.

【１】国立大学法人琉球大学に勤務する職員の労働時間等に関する規程

国立大学法人琉球大学非常勤職員の労働時間等に関する規程について

職員課 職員係
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①国立大学法人琉球大学に勤務する職員の労働時間等に関する規程、
  国立大学法人琉球大学非常勤職員の労働時間等に関する規程の一部改正について

【改正点１】特別休暇に有給の特別休暇と無給の特別休暇を規定！（常勤・非常勤）

（常勤職員）

第９条第１項 （１）～（２２）＝ 有給の特別休暇
※西普天間事業場は第１０条第1項
（１）選挙権その他公民としての権利を行使する場合
（被選挙権の行使を除く。）

公民としての権利
・選挙権及び被選挙権
・最高裁判所反感の国民審査
・行政事件訴訟法に規定する民衆訴訟

・・・etc.
（非常勤職員）
別表第２（第１１条第１項関係：有給の休暇）（１）に記載
※西普天間事業場は別表第３

（常勤職員）

第９条第２項 ＝無給の特別休暇
※西普天間事業場は第１０条第２項

被選挙権を行使する場合
＝国政・地方選挙に立候補する場合

（非常勤職員）
別表第3（第１１条第２項関係：無給の休暇）（１１）に記載
※西普天間事業場は、別表第４
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①国立大学法人琉球大学に勤務する職員の労働時間等に関する規程、
  国立大学法人琉球大学非常勤職員の労働時間等に関する規程の一部改正について

【改正点２】特別休暇 「追悼のための特別な行事休暇」について

（常勤職員）
対象者を拡大！
「職員が配偶者、子及び父母の追悼のための～」

「職員が配偶者、子（配偶者の子を含む。）及び父
母（配偶者の父母を含む。）の追悼のための～」

（非常勤職員）
有給の特別休暇として規定！
対象者や取得期間は常勤職員と同様です。

「追悼のための特別な行事休暇」とは？
＝ 四十九日や一周忌等の追悼行事。

（規程文）

「職員が配偶者、子及び父母の追悼のための
特別な行事（配偶者、子及び父母の死亡後１５
年以内に行われるものに限る。）のために労働
しないことが相当であると認められる場合は、１
日の範囲内の期間」
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①国立大学法人琉球大学に勤務する職員の労働時間等に関する規程、
  国立大学法人琉球大学非常勤職員の労働時間等に関する規程の一部改正について

【改正点３】特別休暇：「子の看護休暇」について（常勤・非常勤）

①対象となる子の範囲の拡大！

小学校就学の始期に達する子

小学校第３学年修了までの子

②取得事由の拡大！

子が負傷し、若しくは疾病にかかった場合の世話、
もしくはその子に予防接種や健康診断を受けさせる
場合

・負傷し、若しくは疾病にかかった子の世話
・当該子に予防接種や健康診断を受けさせること
・感染症に伴う学級閉鎖等になった子の世話
・当該子の入園（入学）式、卒園式への参加
※運動会や授業参観などの行事は対象外。



令和７年度 勤怠管理業務等に関する説明会

第一部

【２】４週単位の変形労働に関する労使協定書及び
国立大学法人琉球大学職員就業規則の改正について

職員課 職員係
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②４週間単位の変形労働時間制に関する労使協定及び就業規則の改正について

【改正点】対象となる業務の改正

４週間単位の変形労働時間制に関する協定
（※令和７年３月末締結予定）

対象となる業務
（１）大学入学共通テスト及び各種入学試験
（２）職員採用試験
（３）大学説明会
（４）大学祭
（５）公開講座
（６）その他前各号に準ずる業務

（６）その他部局等の長が必要と認める業務
※例：研修、出張、給与計算、会計実地対応等

国立大学法人琉球大学職員就業規程第３５条第５項

学長は、次の各号に掲げる業務に従事させるため、
前項に規定する休日をあからじめ振り替えることが
できる。
（１）大学入学共通テスト及び各種入学試験
（２）職員採用試験
（３）大学説明会
（４）大学祭
（５）公開講座
（６）その他部局等の長が必要と認める業務

※出張、○○、○○、○○等



令和７年度 勤怠管理業務等に関する説明会

第一部

【３】専門業務型裁量労働制の対象者拡大について

職員課 職員係
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１ 何が変わるのか？

令和６年度

就業規則で定める大学教員
日本学術振興会特別研究員

令和７年度

就業規則で定める大学教員
日本学術振興会特別研究員
特命教員
特命研究員

令和7年度は適用対象者を拡大します
※特命教員及び特命研究員が対象に加わります

→ただし、所属する部局長等又はプロジェクト代表者の承認が必要です
※1日の所定労働時間が7時間４５分に満たない者は除きます
※主として研究に従事する者が対象です

所属する部局等の長又
はプロジェクト代表者
の承認が必要



２ 裁量労働制とは（概要）

裁量労働制とは、労働者と使用者の間であらかじめ定めた時
間分、働いたものとみなす「みなし労働時間制」の1つです。
つまり、実際の労働時間が定められた規定の労働時間より短
くても長くても、規定の労働時間分働いたことになります。
始業時間や終業時間も労働者本人が決定できるため、自由度
の高い働き方をすることが可能です。

引用：

https://www.hrbrain.jp/media/labor-management/discretionarylabor-sys

対になるのは「原形労働制」
（8時30分出勤、17時15分退勤）



２ 裁量労働制とは（概要）
裁量労働制か原形労働制のどちらを適用するか → 教員が自ら選択

原形労働制 裁量労働制

1
始業時刻
終業時刻

始業時刻 8:30
終業時刻 17:15
※授業に応じた勤務割振りを行うことがある

始業時刻 自ら決定
終業時刻 自ら決定
※深夜（22:00～翌5:00）、土･日･祝日は裁量の対
象外

2 休憩時間
１時間（原則12:00～13:00）

※3限に授業 → 11:50～12:50
※5～7限に授業 → 各自取得

１時間
（自ら決定）

3 一時的な外出 休暇または欠勤の手続きが必要
手続き不要
※就業時間記録システムで「中抜け開始」、「中抜
け終了」を記録

4 兼業の手続き
時間単位：年休（または欠勤）、勤務割振り
１日単位：年休（または欠勤）

時間単位：年休や勤務割振りは不要
１日単位：年休（または欠勤）

5 年次有給休暇 １日単位または時間単位
１日単位のみ

※時間単位は裁量の範囲内（届出不要）



い
ず
れ
か
の
働
き
方
を
選
択

就業規則に定める所定の労働時間（8:30～17:15）に勤務していただくことになります

始業時刻・終業時刻・休憩時間は、日ごとに裁量によって決めることができます

原形労働制

裁量労働制

※裁量労働制の適用には労使協定期間ごとに同意確認書の提出が必要です
※裁量労働制を希望（同意）した場合であっても、その後撤回することもできます

３ 働き方の選択



まとめ：裁量労働制を適用した場合の取扱い

 勤務日は従来どおりです（平日の月～金）。

 業務の性質上、時間配分等を教員へ委ねます。ただし大学への出勤は必要です。

 労働時間にかかわらず7時間45分働いたとみなします。

休憩時間も業務状況により配分を委ねます（分割も可能です）。

時間単位の休暇申請は不要です（休暇は1日単位のみとなります）。

兼業による業務振替は不要です（兼業手続きと兼業従事時間の制限は従来どおりです）。

 22時～翌日5時の勤務は原則認められません（求めません）。

休日（土日祝日）の大学運営業務（共通テストやオープンキャンパス等）は、従来どおり振替
の対象です。

３ 働き方の選択



３ 働き方の選択

令和７年度（R7.4.1～R8.3.31）の働き方について

令和７年３月１７日（月）～３月２５日（火）までFormsによる意向確認を実施中です

今年度裁量労働を選択した教員も次年度の意向を回答してください

URL：https://forms.office.com/r/dkafBtx3qQ

特命教員及び特命研究員はこちらから回答してください

特命用URL：https://forms.office.com/r/7uQvjmy7KB

期間内に必ず回答
してください



労働時間について

原則として、緊急・災害時及び下記の場合を除き、時間外労働は認め
ません（求めません）。

例外：入学試験、大学説明会、大学祭、臨時の講義・公開講座の業
務でやむを得ないとき

ただし、自己の自由な研究活動(自主研究）やその時間を妨げるもの
ではありません。
その際、大学の研究施設等を使用することが可能です。

１７：１５以降の会議等の業務を無くしていくよう全学的に
取り組んでいきましょう！
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第一部：質疑・応答

・ご質問のある方はZoomのQ＆Aよりご質問ください。

・ご質問内容を確認いたしますので、しばらくお待ちください。

・時間の都合上、全ての質問にお答えできない場合があります。
ご了承ください。
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第二部 管理監督者、勤怠事務担当者向け

【次第】

①管理監督者について

※管理監督者＝令和７年度改正「国立大学法人琉球大学職員給与規程」別表第７に該当する職員

②就業時間記録システムの設定等について



令和７年度 勤怠管理業務等に関する説明会

第２部
【４】管理監督者について

職員課 職員係
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労働基準法（第41条2号）

（労働時間等に関する規定の適用除外）
第四十一条
この章、第六章及び第六章の二で定める労働時間、休憩及び休日に関する規定は、次の各号の一に該当
する労働者については適用しない。

一 別表第一第六号（林業を除く。）又は第七号に掲げる事業に従事する者

二 事業の種類にかかわらず監督若しくは管理の地位にある者又は機密の事務を取り扱う者

三 監視又は断続的労働に従事する者で、使用者が行政官庁の許可を受けたもの

→ 本学の整理：
課長級以上の職員＝監督若しくは管理の地位にある者（管理監督者）

※「国立大学法人琉球大学職員就業規則」第5条第2項に基づき、管理監督の地位にある者の範囲に
ついて、別途定める予定です。

１ 管理監督者とは？

21

管理監督者（教員）
向け



国立大学法人琉球大学職員給与規程
（令和7年4月1日改正）

１ 管理監督者とは？

22

管理監督者（教員）
向け



（１）適用されないこと

①法定労働時間（労基法第32条）
労働時間の上限規制（1週40時間、1日8時間）

②休憩（労基法第34条）
労働時間が6時間を超え、8時間以下の場合は少なくとも45分、8時間を超える場合には少なくとも1時
間の休憩

※過重労働の防止や健康管理のため、自身の裁量で休憩を取る。

③休日（労基法第35条）
週一日（または4週4日）の規制

④時間外及び休日の労働（労基法第36条）
時間外労働、休日出勤手当の支給

※ただし、深夜（22時～翌5時）の労働に対しては、深夜割増の手当が支給される。

２ 管理監督者に適用されないこと

23

管理監督者（教員）
向け



（２）適用されること

①深夜業に関する規定（労基法第37条の関係部分と第61条）
22時～翌5時の労働に対しては、深夜割増の手当を支払う。

②年次有給休暇に関する規定（労基法第39条）
10日以上の年次有給休暇が与えられている従業員に対して、年5日の有給休暇を与えることが使用者側
に義務化

３ 管理監督者に適用されること

24

管理監督者（教員）
向け



事務系の管理監督者は令和７年３月１日から、
事務系以外の管理監督者は令和７年４月１日から変わります。

各部局の勤怠管理事務担当者は、以下のいずれかの管理者アカウントで、令和７年３
月３１日（月）までに、次ページ「４ 設定変更作業」に記載の手順に沿って、管理
監督者に該当する教職員の設定を変更してください。

• ○○部○○課実務担当者

• ○○部○○課総務担当係長

４ システムの設定はいつから変わるの？

25

管理監督者（教員）
向け



手順①：トップページ左側の「従業員」をクリック

５ 事務による設定変更（１）雇用区分の変更

26

事務担当者向け



手順②：「従業員設定」をクリック

５ 事務による設定変更（１）雇用区分の変更

27

事務担当者向け



手順③：設定を変更したい職員のピンクの鉛筆マークをクリック

５ 事務による設定変更（１）雇用区分の変更

28

事務担当者向け



手順④：雇用情報欄の「雇用区分
変更/履歴」ボタンを押
す

５ 事務による設定変更（１）雇用区分の変更

29

事務担当者向け



手順⑤：異動日を設定変更作業日（例：2025年3月1日）にする

手順⑥：雇用区分を「7000 管理監督者」にする

手順⑦：登録ボタンを押す

５ 事務による設定変更（１）雇用区分の変更

30

事務担当者向け



手順⑧：トップページに戻り、「スケジュール管理」をクリック

５ 事務による設定変更（２）既存スケジュールの変更

31

事務担当者向け



手順⑨：設定を変更したい職員のピンクの鉛筆マークをクリック

５ 事務による設定変更（２）既存スケジュールの変更

32

事務担当者向け



手順⑩：３月のページに移動

手順⑪：(1)コピー元スケジュール欄のパターンで「通常勤務（管理監督者）」、
「平日」を選択

手順⑫：(2)スケジュール表欄の平日に１つ１つチェックを入れる

手順⑬：登録ボタンを押す

手順⑭：４月のページに移動し、手順⑪～⑬
の操作を再度行う

手順⑮：５月のページに移動し、手順⑪～⑬
の操作を再度行う

５ 事務による設定変更（２）既存スケジュールの変更

33

事務担当者向け



以下画像のようにタイムカード画面の表示が変更されます。

５ 事務による設定変更（３）設定変更の完了

34

事務担当者向け



（１）雇用区分が「裁量労働制（教員）」から「管理監督者」に変更さ
れます。

６ 作業によって何が変わるの？

35

（２）タイムカードのスケジュール欄が「通常勤務」から「通常勤務
（管理監督者）」に変更されます。

管理監督者（教員）
向け



裁量労働制教員で管理監督者の方：
雇用区分やスケジュール名が変わっても、今までと変化はありません。

原形労働制教員で管理監督者の方：
以下のように変化します。

［ポイント１］
何時に出勤/退勤しても、タイムカード画面で遅刻や早退がつかない。

７ 変わること・変わらないこと

36

管理監督者（教員）
向け



［ポイント２］
Myレコーダー画面に「出勤」、「退勤」、「中抜け開始」、「中抜け終
了」ボタンが表示される。

７ 変わること・変わらないこと
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管理監督者（教員）
向け



［ポイント３］
時間外勤務申請は、22:00以降に対してのみ可能。

※現行規程では、手当の割増率は125/100ですが、令和7年4月1日以降は25/100の
割増となります。

※管理監督者には休日の概念が無いため、休日の深夜時間帯の労働であっても、割増
率は現行規程では125/100、令和7年4月1日以降は25/100です。

７ 変わること・変わらないこと

38

管理監督者（教員）
向け



管理監督者に深夜の時間外労働や休日出勤が生じた場合、紙の時間外労
働記録簿（管理監督者用）に深夜の時間外労働時間数や休日出勤の回数
を記入してもらってください。

※管理監督者用の時間外労働記録簿は、こちら（学内限定サイト）から
ダウンロード可能です。

※就業時間等記録システムと人事給与システムのCSV連携については、
３～４月でCSVの検証を行い、５月から本格連携（＝紙の時間外労働
記録簿を廃止）予定です。

７ 変わること・変わらないこと

39

管理監督者（教員）
向け

https://ryudai-my.sharepoint.com/:x:/r/personal/somak_cs_u-ryukyu_ac_jp/Documents/20250225_%E3%80%90%E7%AE%A1%E7%90%86%E8%81%B7%E7%94%A8%E3%80%91%E6%B7%B1%E5%A4%9C%E5%8B%A4%E5%8B%99%E7%AD%89%E8%A8%98%E9%8C%B2%E7%B0%BF%20(%E8%A8%98%E5%85%A5%E4%BE%8B%E3%81%82%E3%82%8A).xlsm?d=wf0077f3221ef408bad7ff1cc415a6977&csf=1&web=1&e=5VCY0S


休暇（年休、特休、病休）の取得単位は、全日単位のみとなります。労働時間に関
して裁量があるため、時間単位の年休、時間単位の特休、時間単位の病休はありま
せん。ただし、労働時間の把握は必要であることから、「中抜け」または「退勤」
での記録となります。また、「中抜け」や「退勤」をした場合でも、給与の減額は
生じません。

７ 変わること・変わらないこと
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管理監督者（全員）
向け



７ 変わること・変わらないこと
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休暇を取得した場合、所定や労働合計に「17.00」と表示されるようになります。

※時間外勤務申請を22:00以降のみ可能とする設定のために、やむを得ずこのように表示されます。

管理監督者（全員）
向け



Q1：管理監督者は労働時間に裁量があるので、何時に出勤してもいいのですか？

A1：出退勤に裁量権はありますが、自身の業務、管理監督者として部下をマネジメントする職責を考慮
して、自身の判断により出退勤の時刻を決めることになります。

終日出勤しない場合
→ 全日単位の「年休」、

または ノーワーク・ノーペイの原則に基づき「欠勤」

※欠勤の場合は、賃金の減額・控除が生じます。

８ Q&A
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Q2：休日は勤務することになりますか？

A2：労働基準法上は、管理監督者には休日の規定が適用されません。ただし、事業所の安全配慮義務の
観点から、就業規則第35条第4項に定める日は、原則として就労義務はありません。

就業規則第35条第4項（抜粋）
(1)日曜日及び土曜日
(2)国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
(3)12月29日から翌年の1月3日までの日（前号に掲げる日を除く）
(4)その他特に指定する日

※自己の自由な研究活動（自主研究）やその時間を妨げるものではありません。

８ Q&A
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Q3：休日に勤務した場合、管理職員特別勤務手当が支給されますか？

A3：管理職員特別勤務手当の運用にあたっては、業務の都合により、就労義務のない休日等の振替がで
きない場合に支給します。管理職員特別勤務手当の支給対象となる勤務は、真に当該休日に処理す
べき業務のための勤務であり、職員の自由意思に基づいて行われる勤務又は自宅等において部下職
員に指示を行えば足りるようなものまでは含まれません。

真に当該休日に処理すべき業務の例：
• 各種式典や行事等、休日での実施があらかじめ予定されており、開催事務担当者として勤務するもの
• 施設整備の故障や修繕対応
• 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により勤務した場合 など

管理監督者が休日に出勤する場合も、過重労働の防止や健康管理のため、原則、振替を取得してくださ
い。

８ Q&A
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Q4：入学試験等の勤務では、管理職員特別勤務手当が支給されますか？

A4：管理職員特別勤務手当の運用にあたっては、業務の都合により、就労義務のない休日等の振替がで
きない場合に支給します。

なお、入学試験手当については、現行規程では管理監督者は適用外となっていますが、次年度に規
則改正できるよう検討いたします。

８ Q&A
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Q5：管理監督者に深夜の時間外労働や休日出勤があったことを確認する方法は？

A5：タイムカード画面（以下の画像の赤枠部分）で確認し、他の職員の分と併せて月末・月初に人事給
与システムに入力してください。

８ Q&A
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※「休日出勤（管理監督者）」を使用する必要が生じた場合は、総務部 職員課 職員係にご連絡ください。

※管理監督者は、紙の時間外労働記録簿（管理監督者用）に深夜の時間外労働時間数や休日出勤の回数を記入してください。就業時
間等記録システムと人事給与システムのCSV連携については、３～４月でCSVの検証を行い、５月から本格連携予定です。

事務担当者向け



令和７年度 勤怠管理業務等に関する説明会

第２部
【５】就業時間記録システムの設定等について

職員課 職員係
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について
各部局の勤怠事務担当者で 1.従業員登録 2.スケジュール登録を行う。

1.従業員登録 ※登録者が５～６名以上の場合は職員係にご相談ください。

①

②

③
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

1.従業員登録

基本のままにしておく

※従業員コード＝職員番号
※メールアドレスは発行され次第入力。登録後、教員に「メールアドレス検証」のメールが届いたら掲載のＵＲＬをクリックするようご連絡ください。

⑤

⑥

④

⑦
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

1.従業員登録

このＵＲＬをクリックして完了！

「メールアドレス検証のお知らせ」
※メールアドレス検証を行わないと、
システムからのメール通知（お知らせ等）が届きません！
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

1.従業員登録

詳細を押す

最後に画面右上の「登録」を押す。

⑧⑨

⑩

⑪

⑫
⑬
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

1.従業員登録

≪留意点≫1週間の勤務日数が4日以下の職員の場合、次の設定も行い、最後に「登録」を押す。

週の勤務日数を入力する

詳細を押す

⑮

⑯

⑭
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

２.スケジュール登録

①

②

④

③
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

２.スケジュール登録

⑤
⑥

⑦

⑤パターンについて
・裁量労働制＝通常勤務

・原型労働制＝一般勤務

・特命教員・原形労働制
＝特命教員（8：30～17：15）
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

２.スケジュール登録

⑧
⑨

⑩

⑪
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②就業時間記録システムの設定等について

（１） 新採用教員の登録・設定について

２.スケジュール登録

⑫
⑬

⑭

⑮

⑯
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②就業時間記録システムの設定等について

（２） 特別休暇の一括付与について

【前提】就業時間記録システムには、減算休暇と加算休暇の２つのタイプがあります。

休暇タイプ 特徴

減算
特定の日数をあらかじめ付与し、付与した日数分だけ使用できる休暇。残日数を管理する。
付与の作業が必要な場合があるので、付与時に注意が必要な休暇。

加算
事前に日数の指定をせず、承認した分だけ使用できる休暇。残日数を管理をしない。
残日数管理が不要なため、休暇の付与作業も不要だが、承認時に申請内容や申請日数を確認
する必要がある。

減算休暇の例
年休、病気休暇、子の看護休暇、介護休暇、
配偶者の出産のための休暇 ・・・etc.

加算休暇の例
忌引き、結婚休暇、欠勤、産前産後休暇、

・・・etc.
※承認時に申請内容や日数をご確認ください。
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②就業時間記録システムの設定等について

（２） 特別休暇の一括付与について
以下の特別休暇については、職員係が一括で付与を行います。
（各課勤怠管理事務担当者は設定する必要はありません。）

付与作業者 減算休暇の名称 付与方法 備考

職員課 夏季一斉休業
職員課が一律に３日を付与し、千原キャンパスおよび西普天間キャンパスの一部の
部局については、あらかじめスケジュールを割り当てる。西普天間キャンパスで夏季一
斉休業期間中に出勤する職員は、特別休暇として使用する。

職員課 人間ドック休暇 職員課が一律に１日を付与する。 人間ドックに要する日数が１日を超える
場合は、職員課に相談のこと。

職員課 出生サポート休暇 職員課が一律に１０日を付与する。 不妊治療のための休暇。

職員課 社会貢献活動のための休暇 職員課が一律に５日を付与する。 職員は、必要に応じて証拠書類を添付す
る。

※年休について
システム登録済みの教職員については、自動付与設定がされていますので職員係で一括付与は行いません。
新採用教職員については、各部局でご登録ください。
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②就業時間記録システムの設定等について

（３） 勤怠情報のＣＳＶ取込について

【管理監督者以外の職員】

時間外労働記録簿を廃止。職員課が配布している
ツールによりCSVで取込みが可能。
※ＣＳＶ取込のためには、職員の勤怠が確認済みであることが必須
です。

 各部局の承認者においては、月末日までに職員からの申請を完

了するようお願いいたします。 

ただし、法定休日（日曜日）に休日出勤（振替無し）
をした、かつ月の時間外労働が６０時間を超える職
員については、勤怠事務担当者が割増率と割増対
象時間数を確認し、人給システムに入力。

【管理監督者】

休日出勤、深夜労働が発生した場合、管理監督者
用の時間外労働記録簿に記録。
※５月以降、廃止予定です。現在職員係にてツールの動作検証
を行っています。

ツールの動作検証完了後、ＣＳＶ取込可能。

現在、システムの集計データと時間外労働記録簿を用いて運用中。

しかし、本学の運用にシステムの仕様が馴染まない部分があることがわかったため、４月以降、以下のように
運用する。

【！注意！】労使協定書を以下のように締結しております。

１ヶ月の時間外労働時間の上限＝４５時間
※繁忙期は上限＝６０時間

ＳＴＯＰ！長時間労働！ＹＥＳ！業務改善！
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第二部：質疑・応答

・ご質問のある方はZoomのQ＆Aよりご質問ください。

・時間の都合上、全ての質問にお答えできない場合があります。
ご了承ください。

・ご質問内容を確認いたしますので、しばらくお待ちください。
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